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地中熱利用にあたってのガイドライン（第４版） 新旧対照表 

 

令和５年３月公表の「地中熱利用にあたってのガイドライン（第４版）」について、以下のとおり記載内容等の更新を行います。 

 

 

更新前 （令和５年３月公表） 更新後 （令和６年３月更新） 備考 

【12 ページ 本文 4 行目】 
 

図 2-1 に示すように、エネルギー消費量に占める割合が大きく、かつ灯油や都市ガス等の燃焼熱を

直接熱源として使用することが多い暖房や給湯について、小さな電力量で済む地中熱利用ヒートポン

プシステムを利用することで、エネルギー消費量の大幅な削減を期待できます。 

 

 

 

 
図 2-1 地域別・用途別・エネルギー源別のエネルギー消費原単位 6 

 

 

 

【12 ページ 注釈欄】 
6 資源エネルギー庁、平成 24 年度エネルギー消費状況調査(民生部門エネルギー消費実態調査)報告書, 2013.3. 

 

【12 ページ 本文 4 行目】 
 

暖房や給湯は都市ガスや灯油等の燃焼熱を直接熱源とすることが多い利用用途です。図 2-1 に示

すように、用途別に見ると暖房や給湯は世帯当たりのエネルギー消費量に占める割合が大きく、かつ

エネルギー源別に見ると都市ガスや灯油等は依然として全体の 50%程度の割合を占める状況です。

したがって、暖房や給湯に小さな電力量で済む地中熱利用ヒートポンプシステムを利用することで、エ

ネルギー消費量の大幅な削減を期待できます。 

 

 
図 2-1 用途別・エネルギー源別のエネルギー消費原単位 6 

 

 

 

【12 ページ 注釈欄】 
6 経済産業省, エネルギー白書 2023 
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〇用途別 

〇エネルギー源別 
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更新前 （令和５年３月公表） 更新後 （令和６年３月更新） 備考 

【15 ページ 本文１行目】 
                            

更に利用形態別にみたところ、例えば家庭でのエネルギー消費量は、1 世帯当たりで約 39 GJ とな

っており、このうち、給湯（29.5％）、暖房（24.3％）、冷房（2.1％）が５５．９％（約 22 GJ）を占めてい

ます(図 2-3)。これらの空気熱源ヒートポンプによる冷暖房やガスボイラーによる給湯を、地中熱利用

ヒートポンプに切り替えて冷暖房や給湯を行うことにより、冷暖房や給湯のエネルギー消費量を 10～

30％（約 2～7 GJ）程度、全体では 6～17％程度削減できると期待できます。  

 

 
図 2-3 家庭における地中熱利用ヒートポンプによるエネルギー消費量削減率の試算例 12 

 

 

 

【15 ページ 注釈欄】 
12 財団法人 日本エネルギー経済研究所, エネルギー・経済統計要覧、および資源エネルギー庁、総合エネルギー統計 をもとに、世帯当たり

のエネルギー消費量（2008 年度）に対する地中熱利用ヒートポンプによるエネルギー消費量削減率（対象：冷房、暖房、給湯）を従来比 30％

削減として作成 

【15 ページ 本文１行目】 
 

更に利用形態別にみたところ、例えば家庭でのエネルギー消費量は、1 世帯当たりで約 30 GJ とな

っており、このうち、給湯（28.7％）、暖房（26.3％）、冷房（2.4％）が 57.4％（約 17 GJ）を占めてい

ます(図 2-3)。これらの空気熱源ヒートポンプによる冷暖房やガスボイラーによる給湯を、地中熱利用

ヒートポンプに切り替えて冷暖房や給湯を行うことにより、冷暖房や給湯のエネルギー消費量を 10～

30％（約 2～5 GJ）程度、全体では 6～17％程度削減できると期待できます。 

 

 
図 2-3 家庭における地中熱利用ヒートポンプによるエネルギー消費量削減率の試算例 12 

 

 

 

【15 ページ 注釈欄】 
12 経済産業省, エネルギー白書 2023 をもとに、世帯当たりのエネルギー消費量（2021 年度）に対する地中熱利用ヒートポンプによるエネル

ギー消費量削減率（対象：冷房、暖房、給湯）を従来比 30％削減として作成 
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各 10～30%程度削減 

6～17% 
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更新前 （令和５年３月公表） 更新後 （令和６年３月更新） 備考 

【１５ページ 本文１0 行目】 
                            

また業務用のエネルギー消費量を、暖房、冷房、給湯、厨房、動力・照明の 5 用途別に延床面積当

たりのエネルギー消費原単位でみた場合、冷暖房や給湯は空調機器の省エネルギー化やビルの断熱

対策が進んだことなどから減少傾向ですが、それでも全体の 42％を占めています（図 2-5）。エネル

ギー消費原単位の合計としては横ばい傾向にあるため、さらなる省エネルギー化には動力・照明の省

エネルギー化はもちろん必要ですが、さらなる空調機器の省エネルギー化や建物の高断熱化なども必

要です。冷暖房や給湯を従来方式から地中熱利用ヒートポンプに切り替えれば、冷暖房や給湯のエネ

ルギー消費量を導入前の 10～30％程度削減して、業務用のエネルギー消費原単位全体に占める割

合を 29～38％程度に削減できると期待できます。 

 

 

【１6 ページ】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-5 業務用エネルギー消費原単位の推移 15 

 

 

【16 ページ 注釈欄】 
12 経済産業省, エネルギー白書 2010 

【１５ページ 本文１0 行目】 

 
また業務用のエネルギー消費量を、暖房、冷房、給湯、厨房、動力・照明の 5 用途別に延床面積当

たりのエネルギー消費原単位でみた場合、冷暖房や給湯は空調機器の省エネルギー化やビルの断熱

対策が進んだことなどから減少傾向ですが、それでも全体の 44％を占めています（図 2-5）。エネル

ギー消費原単位の合計は2007年以降減少傾向ではありますが、さらなる省エネルギー化には動力・

照明の省エネルギー化はもちろんのこと、さらなる空調機器の省エネルギー化や建物の高断熱化など

も必要です。冷暖房や給湯を従来方式から地中熱利用ヒートポンプに切り替えれば、冷暖房や給湯の

エネルギー消費量を導入前の 10～30％程度削減して、業務用のエネルギー消費原単位全体に占め

る割合を 36～42％程度に削減できると期待できます。 

 

 

【１6 ページ】 

 
 

図 2-5 業務用エネル 

ギー消費原単位の推移 15 

 

 

15 経済産業省, エネルギー白書 2023 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-5 業務用エネルギー消費原単位の推移 15 

 

 

【16 ページ 注釈欄】 
12 経済産業省, エネルギー白書 2023 
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更新前 （令和５年３月公表） 更新後 （令和６年３月更新） 備考 

【20 ページ 本文１行目】 

 
また、環境省において、先進的環境技術の評価試験を行う「環境技術実証事業 19」の対象技術の

CO2 排出量削減効果を試算した例では、灯油と比較して 37～5８％、都市ガスと比較して 14～

43％の CO2 排出量削減効果があるという結果になりました。 

 
表 2-2 地中熱利用ヒートポンプシステムの CO2 排出量削減効果 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【２０ページ 注釈欄】 
19 環境省 環境技術実証ホームページ（http://www.env.go.jp/policy/etv/index.html） 
20 電気：電気事業者別の CO2 排出係数（2013 年度実績） （平成 26 年 12 月 5 日公表） 

灯油および都市ガス：算定・報告・公表制度（平成 25 年 5 月）における算定方法・排出係数一覧より算出。 

【20 ページ 本文１行目】 

 
また、環境省において、先進的環境技術の評価試験を行う「環境技術実証事業 19」の対象技術の

CO2 排出量削減効果を試算した例では、暖房利用において灯油と比較して 46～65％、都市ガスと

比較して 26～52％の CO2 排出量削減効果があるという結果になりました。 

 
表 2-2 地中熱利用ヒートポンプシステムの CO2 排出量削減効果 

 
 

 

【２０ページ 注釈欄】 
19 環境省 環境技術実証ホームページ（http://www.env.go.jp/policy/etv/index.html） 
20 電気：電気事業者別の CO2 排出係数（令和３年度実績） （令和 5 年 1 月公表）より、事業者が不明な場合の代替値 0.441 [kg-

CO2/kWh]として求めた。 

灯油および都市ガス：算定・報告・公表制度（平成 25 年 5 月）における算定方法・排出係数一覧より算出。灯油と都市ガスの燃焼効率は

80%とした。 
21 システムエネルギー効率は暖房利用期間のヒートポンプ生成熱量と、地中熱ヒートポンプと一次側循環ポンプを合わせた消費電力量によっ

て求めた。 
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更新前 （令和５年３月公表） 更新後 （令和６年３月更新） 備考 

【３１ページ 本文６行目】 
 

夏期に冷房利用しているクールシティ推進事業の事例では、冷暖房の床面積 1m2 当たりで 0.1～

0.2 GJ（原油換算 35 で約 3～5 L、電力換算で約 28～56 kWh）程度の人工排熱を削減できました

（図 2-26）。 

 

 
 

図 2-26 クールシティ推進事業での人工排熱削減量（単位面積当たり）の例 

 

 

 

【３１ページ 注釈欄】 
35 原油への換算係数は 0.0258 kL/GJ である。 
 

【３１ページ 本文６行目】 
 

夏期に冷房利用しているクールシティ推進事業および平成 26 年度～令和３年度に行われた環境

技術実証（ETV）事業の事例では、冷暖房の床面積 1 m2 当たりで 0.1～0.2 GJ （原油換算 36 で約

3～5 L、電力換算で約 28～56 kWh）程度の人工排熱を削減できました（図 2-26）。 

 

 
 

図 2-26 クールシティ推進事業および ETV 事業での人工排熱削減量（単位面積当たり）の例 

 

 

 

【３１ページ 注釈欄】 
36 原油への換算係数は 0.0258 kL/GJ である。 
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【69 ページ 本文２行目】 
 

②現所有者が廃止措置を行う場合の留意点 

 土地の所有権移転等に伴い地中熱利用ヒートポンプシステムを撤去する場合には、関係者間で地中

熱交換器の有効利用について協議する必要があります。 

【69 ページ 本文２行目】 
 

②現所有者が廃止措置を行う場合の留意点 

 土地の所有権移転等に伴い地中熱利用ヒートポンプシステムを撤去する場合には、関係者間で地中

熱交換器の再利用等について協議する必要があります。 

 

 

 

 

（変更） 
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更新前 （令和５年３月公表） 更新後 （令和６年３月更新） 備考 

【該当ページなし】 
 

 

 

 

 

 

 

【92 ページ】 
 

表 3-16 複合利用方式の先行事例の紹介（3） 
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更新前 （令和５年３月公表） 更新後 （令和６年３月更新） 備考 

【148 ページ 見出し】 
 

5.3 その他の新技術 

 

 

【148 ページ 見出し】 
 

5.3 その他の新技術に関する技術開発・実証事業 

 

 

（追加） 

 

※新たな注釈やページの追加に伴い、注釈番号やページ番号の変更があった箇所については、参照箇所や目次等の記載も併せて修正しています。 

 

 


